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Ⅰ．調査方法等           
 

１．調査の方法 

 平成 15年 12 月 31日時点における市町村農業委員会（標準小作料改訂（設定）農業委

員会）の区域を対象として、その区域内の田における「農地法３条許可」および「利用

権の設定」による借り受け件数が最も集中している経営規模階層の農家で、経営規模に

占める借入面積の比率が、当該階層農家の平均的な比率に近い水準にあると思われる農

家２戸を選定した。 

 なお、調査にあたっては、１筆単位でデータの収集を行った。 

 

２．調査時点および調査対象期間 

 調査時点は平成 19年 12 月 31 日とし、調査対象期間は平成 19年１月１日から同年 12

月 31 日までの１ヵ年間とした。 

 

３．利用上の注意 

（１）統計表章で用いた区分は次のとおりである。 

 ブロック 所属都道府県名 

 北 海 道 
 東  北 
 関  東 
 東  海 
 北  信 
 近  畿 
 中  国 
 四  国 
 九  州 
 沖  縄 

北海道 
青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島 
茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈川、山梨 
岐阜、静岡、愛知、三重 
新潟、富山、石川、福井、長野 
滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山 
鳥取、島根、岡山、広島、山口 
徳島、香川、愛媛、高知 
福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島 
沖縄 

 

 （２）数値について 

    解説の数値についてはラウンドしてあるため、総数とその内訳を合計したもの  

   とが一致しない場合がある。 

 （３）変動の幅をあらわす用語について 

  ① ほぼ同水準…………………±1％未満 

  ② やや…………………………±1％台 

  ③ かなり………………………±2～4％台 

  ④ 大幅…………………………±5％台以上 



  

Ⅱ．水田小作料の調査結果               
 
１．集計農家の概況等 

・集計農家数等 

  回答農業委員会数 2,261委員会、集計農家 3,512 戸、集計筆数 74,931 筆 

  ・１戸あたり経営概況（〔 〕内は平成 18 年） 

経営面積    ：570.1ａ 〔430.0ａ〕 

借入面積    ：284.0ａ 〔249.9ａ〕 

借入割合     ：49.8％ 〔58.1％〕 

地主数        ：7.6人 〔6.9 人〕 

借入筆数      ：21.3筆 〔18.6 筆〕 

表１-１　経営規模（旧区分）別農家数

  単位　 実　数：戸

50a未満 50～100 100～150 150～200 200～300 300a以上

ブロック別 計

（2ha未満） （2～3） （3～5） （5～7） （7～10） （10ha以上）

全　国 3,512 387 505 399 316 381 1,524 

都府県 3,382 385 503 397 313 376 1,408 

北海道 118 3 4 10 13 26 62 

東  北 616 19 17 39 35 52 454 

実 関　東 395 51 57 42 46 45 154 

東　海 387 59 76 52 32 31 137 

北　信 454 40 44 37 37 57 239 

数 近　畿 339 96 104 48 13 21 57 

中　国 393 39 59 62 38 58 137 

四　国 234 28 60 43 36 27 40 

九　州 564 53 86 74 76 85 190 

沖　縄 12 2 2 - 2 1 5 

注：１　都府県には、沖縄県は含まない。

　　２　（　）内は北海道の面積区分である。

表１-２　経営規模（新区分）別農家数

  単位　 実　数：戸

ブロック別 計 3ha未満 3～5 5～７ 7～10 10～15 15ha以上

全　国 3,512 1,988 507 329 274 207 207 

都府県 3,382 1,974 494 315 247 180 172 

北海道 118 7 10 13 26 27 35 

東  北 616 162 110 110 100 77 57 

実 関　東 395 241 59 34 23 22 16 

東　海 387 250 40 27 21 14 35 

北　信 454 215 81 47 42 37 32 

数 近　畿 339 282 23 8 4 8 14 

中　国 393 256 55 40 23 9 10 

四　国 234 194 26 3 6 3 2 

九　州 564 374 100 46 28 10 6 

沖　縄 12 7 3 1 1 - - 

注：１　都府県には、沖縄県は含まない。



  

 

 

２．水田実納小作料の概況 

 （１）13 年連続下降。4.4％下落した水田の実納小作料（図１参照） 

  全国の実納小作料を平成 18年と比べてみると、10a あたり 14,839円で 684円（4.4％）

下落し、「かなりの下落」となった。実納小作料は平成６年に平成５年の不作の影響を

受けて一度上昇に転じたが、その後 13 年連続の下落となっている。全体的には、昭和

60 年の 34,655 円をピークに下落しており、ピーク時の実納小作料と比べてみると、

19,816円（57.2％）の下落となっている。 

 このように平成 18 年に比べて下落したのは、①米価低迷による土地純収益の減少、

②農地の「受け手」（担い手農家）の不足で借り手市場となってきたこと、③大幅な転

作にともなう営農意欲の減退などが影響していると考えられる。 

 

 

図１　水田の実納小作料の推移
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表２　作付形態別農家比

構成比：％

米とその他作物 その他作物のみ

計 米のみ作付 不　作　付

作　　　　　付 作　　　　　付

全　国 100.0 65.5 29.1 5.1 0.3 



  

 

（２） ブロック別（表３参照） 

平成19年 平成18年 増減率 平成19年

実納小作料 実納小作料 （平成19年/18年） 収穫高 小作料割合
円/10a 円/10a ％ 円/10a ％ 

全　　国 14,839 15,523 △  4.4 107,150 13.8 
都 府 県 15,018 15,739 △  4.6 108,789 13.8 
北 海 道 12,361 12,830 △  3.7 81,590 15.2 
東　　北 18,532 19,001 △  2.5 106,399 17.4 
関　　東 16,126 16,750 △  3.7 100,458 16.1 

東　　海 11,303 11,460 △  1.4 94,071 12.0 
北　　信 17,661 18,985 △  7.0 112,627 15.7 
近　　畿 10,138 10,857 △  6.6 96,214 10.5 
中　　国 9,551 10,133 △  5.7 94,765 10.1 
四　　国 14,276 15,122 △  5.6 201,750 7.1 
九　　州 16,025 17,578 △  8.8 137,724 11.6 
沖　　縄 6,312 6,115 3.2 121,063 5.2 

注：　都府県には、沖縄県を含まない。

表３　平成19年度水田実納小作料の総括表

 

 

 ① 沖縄を除く全ブロックで実納小作料が下落 

 ブロック別の実納小作料について、平成 18 年と平成 19 年を比べると、北信、近畿、

中国、四国および九州で「大幅な下落」となったほか、北海道、東北、および関東で「か

なり下落」となっている。 

 

 ② 東北および北信で高い実納小作料 

 東北および北信の米どころでは、他地区に比べると実納小作料は高い水準となっている。

また、都道府県別にみると、１位は新潟県で 24,993 円、２位は茨城県で 21,016 円、３

位は佐賀県で 20,693円となっている。 

 

（３）小作料割合は 13.8％（図２参照） 

 全国の小作料割合（粗収益に対する実納小作料の割合）を平成 18 年と比べてみると、13.8％ 

で 0.2 ポイント増加している｡平成 19 年産米生産費調査（農水省）によると、土地純収益 

は、10a あたり-14,457 円となっている。 

東北では、小作料割合が全体的に高水準となっている。都道府県別にみると、１位は 

大阪府で 20.6％、２位は茨城県で 20.5％、３位は宮城県で 19.8％となっている。 

 

 

 

 

 

 



  

 

「土地純収益」＝「粗収益」－「費用合計」－「資本利子」 

図２　小作料割合と土地純収益の推移
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(円/10a)
全国 北海道 都府県

全階層平均 -14,457 8,535 -16,372
－0.5ha -75,353 - -75,353
0.5－1.0 -46,713 - -46,713
1.0－2.0 -20,964 - -20,966
2.0－3.0 -4,150 -22,034 -2,886
3.0－5.0 13,504 11,583 13,624
 5.0－10.0 22,769 4,562 27,174
10.0－15.0 25,732 14,489 35,749
15.0ha－ 32,109 23,873 37,735
参考：農林水産省「平成19年産米及び小麦の生産費」

　表４　階層別土地純収益

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

 

（４）標準小作料を1.7％上回る実納小作料(水稲のみ作付田)（図３参照） 

  水稲のみを作付けている田について、全国の実納小作料と平成 19 年度改訂標準小作料

（平成 19 年度改訂､農林水産省調べ）との対比をみてみると、実納小作料が 10a あたり 247

円（1.7％）標準小作料を上回っている。 

 

 

図3　実納小作料と標準小作料との対比(水稲のみ作付)
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平成19年　 平成18年　 増減率 平成19年 標準小作料比
標準小作料 標準小作料 （平成19年/18年） 実納小作料 （実納小作料/標準小作料）

円/10a 円/10a ％ 円／10a ％ 
全　国 14,574 15,752 △ 7.5 14,821 1.7
都府県 14,695 15,920 △ 7.7 14,999 2.1
北海道 13,360 14,031 △ 4.8 11,946 △ 10.6
東　北 17,428 18,933 △ 7.9 18,943 8.7
関　東 16,283 17,315 △ 6.0 17,151 5.3
北　陸 16,961 19,414 △ 12.6 19,793 16.7
東　山 10,937 12,014 △ 9.0 13,475 23.2
東　海 10,860 11,287 △ 3.8 10,104 △ 7.0
近　畿 10,332 10,977 △ 5.9 10,429 0.9
中　国 8,534 9,443 △ 9.6 9,580 12.3
四　国 14,914 15,293 △ 2.5 13,181 △ 11.6
九　州 14,836 15,729 △ 5.7 14,312 △ 3.5
沖　縄 5,868 5,897 △ 0.5 6,276 7.0
注：　都府県には、沖縄県を含まない。

表５　平成19年度標準小作料と水田実納小作料（水稲のみ作付け）の対比表

 

 

 



  

 

 

（５）その他 

今回の調査結果から得られたその他のポイントについて紹介する。 

 

① 借入時期別に実納小作料をみてみると、「農地改革以前～昭和 45年」が 18,088 円 

で最も高くなっている（図４参照）。 

図４　借入時期別実納小作料
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表６　借入時期別面積比

単位：％ 
農地改革以前 昭和46年  昭和56年 平成３年  平成13年

計 ～ ～ ～ ～ ～ 平成19年
昭和45年 　昭和55年 　平成２年 　平成12年 　平成18年 

面積 100.0 0.5 1.0 4.9 20.4 58.0 15.2 

 ② 契約期間別に実納小作料をみてみると、「10年以上」の契約が最も高くなってい   

る。（図５参照）。 



  

図５　契約期間別実納小作料
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③ 「物納」による支払形態は、小作料支払い全体の約４分の１を占める傾向が続いて   

おり、水準は、平成９年から物納の方が低い傾向が続いている（図６参照）。 

【物納の場合の「金額換算額」は、県ごと銘柄ごとの自主流通米価格形成センターに

おける取引価格を県内の生産量割合に応じて加重平均し、擬制的に算出した県平均

米価を「物納ｋｇ」に乗じた数値である。】 

 

図６　物納小作料の水準と割合
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この調査に関するお問い合わせは 

 

 全国農業会議所 農地・組織対策部 東郷 まで 

 

  ＴＥＬ ０３－６９１０－１１２３ 

        ＦＡＸ ０３－３２６１－５１３１ 

 

 


